










































松山市・今治市 視察報告書 

報告者：松永鉄兵 

 

 

期間：令和 3 年 11 月 11 日（木）〜12 日（金） 

視察市：松山市、今治市 

 

① 視察日程 

11 月 11 日 

本八幡→羽田空港→松山空港→大街道→《A N A クラウンプラザホテル松山》 

 

11 月 12 日 

《A N A クラウンプラザホテル松山》→大街道→平山→《今治市クリーンセンター》→

平山→今治駅前→今治→松山→J R 松山駅前→松山空港→羽田空港→本八幡 

 

 

② 視察報告 

 

1.中核市サミット 2021in 松山 

a.概要 

開会式：主催者挨拶、開催市挨拶、来賓祝辞 

基調講演：「ポストコロナ時代に求められる中核市の役割」 

     講師：東京大学大学院工学系研究科 羽藤 英二 氏 

全体会議：第１パネルディスカッション： 

「デジタルを原動力とした「力強い」まちづくり」 

コーディネーター：松山大学 副学長・経営学部教授 檀 裕也 氏 

コメンテーター ：富士通ジャパン株式会社 執行役員常務兼 C M O  

竹岡 ゆかり 氏 

 

     パネリスト：前橋市長 山本 龍 

            奈良市長 仲川 げん 

            高松市長 大西 秀人 

 

  閉会式：次回開催市挨拶、閉会挨拶 

 

 



 

b.詳細 

中核市サミットは、都市共通の課題について議論し、その成果を全国に発信する

もので松山市での開催は 12 年ぶり 2 回目です。今回は、会場の分散や座席数

の制限など、感染対策を徹底する中、全国から中核市市長や議員など約 450 人

にご参加いただきました。基調講演では、東京大学大学院工学系研究科 羽藤英

二教授が登壇し、「ポストコロナ時代に求められる中核市の役割」という演題でご

講演いただきました。 

 その後、パネルディスカッションでは 2 会場に分かれ、デジタルと多様な連携に

ついて議論を深めました。「中核市サミット松山宣言 2021」では、中核市で連携協

力し、様々な分野でデジタルとリアルのバランスのとれた、力強く、持続可能なま

ちづくりを推進することを全国に発信されました。 

 

＜参考：中核市サミット松山宣言 2021＞  

中核市は、平成 8年に 12 市が移行して以来、地域の中核都市 として、地方分

権の推進と地域の発展に大きな役割を果たしてき ました。  

コロナ禍を機に、デジタルトランスフォーメーション(DX)を はじめ、新しい時代に向

けた変革の動きが加速する中、地方では、 少子高齢化・人口減少問題や自然災

害、気候変動への対応など中 長期にわたる重要課題も抱えています。  

 こうした中、地域の核となる中核市は、新たな時代の流れを力 

にしながら、将来にわたって持続可能な形で、地域の発展をけん 

引していくことが求められています。 

そこで、本サミットでは、「力強く、持続可能な中核市へ ~未 来を切り拓く新時代

のまちづくり~」をテーマに、「デジタルを原 動力とした『力強い』まちづくり」と「多様

な連携による『持続 可能な』まちづくり」について議論を行い、次のとおり、中核市 

62 市が連携して取り組むこととしました。  

1 コロナ禍や科学技術の急速な進展など、様々な脅威や変化に もしなやかに対

応し、新たな価値や活力を生み出せるよう、 中核市は、誰もが安心や豊かさを実

感し、地域の個性や魅力 も高められる真の DXを追求しながら、地域の先頭に

立って、 デジタルを原動力とした力強いまちづくりを推進します。  

2 コロナ禍で人とのつながりや交流が不足する中でも、地域の 課題やニーズに

応じた新たな連携や関係を創出できるよう、 中核市は、連携の輪を広げるコーデ

ィネーターとして様々な 主体をつなぐとともに、互いの特色を高め、支え合いなが

ら、 多様な連携による持続可能なまちづくりを推進します。  



中核市は、制度創設から四半世紀を経て 62 市まで拡大し、そ の人口は約 

2,295 万人となるなど、我が国での存在感の高まりと ともに、求められる役割も

大きくなっています。  

私たち中核市は、共通の役割を担う仲間として、互いに連携協 力し、環境、社

会、経済など様々な分野で、デジタルとリアルの バランスのとれた、力強く、持続

可能なまちづくりを推進するこ とで、日本の明るい未来を切り拓いていくことを、

ここに宣言し ます。  

                   令和 3 年 11 月 11 日 

                      中核市市長一同 

 

c.所感 

これからの自治体は、デジタルを使って教育を含めた行政全体の最適化や予算

削減を図りながら、個別のカスタマイズを使って様々なきめ細かいサービスを提

供するなど、時代を生き抜くためには D X という観点が非常に重要であると感じ

ました。中核市の多くは、各県の県庁所在地であることも多く、自分達がその県を

リードして行くんだ、日本の都市をリードして行くんだという気概を感じた会議であ

りました。 

そんな中で自治体の情報系・デジタル系人材をどのように育成し、自治体で活用

して行くのかという共通の課題も認識することが出来ました。 

今回のパネルディスカッションでは、前橋市、奈良市、高松市の３市の先進的取

り組みが紹介される中で、議論が展開されましたが、そこでは、お互いに励ましあ

ったり、苦労を分かちあったりという姿が見られました。今後は D Xの進展ととも

に、自治体間で連携し、リアルとオンラインを融合した形で議論が発展し、情報基

盤の共通利用を含めた新たな連携の姿が見えてくるのではと期待した場面でもあ

りました。 

. 

 

２.今治市バリクリーンセンター 

 

・バリクリーンとは 

今治モデル（21世紀のごみ処理施設のモデル） 

2018年 2 月より可燃ごみ処理施設･リサイクルセンター等で構成される新たなご

み処理施設（愛称:バリクリーン）が稼動開始した。施設の設計･建設･運営管理を

民間に委託する DBO方式が採用されており、タクマを代表とする企業グループ

が受託している[1]。施設の運営はタクマとタクマテクノスが設立した SPC（特別目

的会社）「今治ハイトラスト株式会社」が行う[1]。 



新施設建設に当たっては、今治市のごみ処理施設候補地検討委員会で大西町

が第一候補地に選ばれた。しかし、第一候補地は高台にあり付近に農業用水の

ため池が存在することから、農業関係者から反対され町内会の同意が得られず

2010 年 4月に白紙撤回された[2]。既存のごみ処理施設が稼動していた町谷地

区への設置に方針転換されている。 

 

・今治市クリーンセンターのコンセプトと機能 

（１）廃棄物を安全かつ安定的に処理する施設 

国の基準より厳しい公害防止基準を設定し、廃棄物を適正に処理。ゴミの資源回

収。焼却熱を利用した発電。隣接公共施設への電力の供給。余った電力は売

却。 

（２）地域を守り市民に親しまれる施設 

災害時の避難所としての機能を整備。耐震・免震対策の実施。停電時における安

定した電気の供給。管理棟における避難所（320 人）。非常食・飲料水の備蓄（7

日分）。日常的な地域防災拠点としての集会施設。 

（３）環境啓発・体験型学習及び情報発信ができる施設 

研修室や体育館の整備。各種イベントの開催。 

 

・ネーミングの経緯 

広く市民の方々に知っていただくとともに、親しみを持っていただくために市民の

皆さんから愛称の募集がされました。応募総数 328 点の中から一次審査、二次

審査を経て、最後に市内の小学６年生の投票によって愛称が「バリクリーン」に決

定致しました。 

 

タクマが建設を手掛け、運営を行っている今治市クリーンセンター（バリクリー

ン）。 防災機能も備えた最新のごみ処理施設として、これまでのゴミ処理施設の

概念を打ち壊す施設でありました。とかく、迷惑施設として捉えられがちなゴミ処

理施設ですが、ゴミ処理をクリーンに実施し、市民の交流スペースや体育館を備

えることで、「いつも」市民が利用できる地域拠点であり、万が一の「もしも」にも活

躍する防災拠点としての機能を備えることで、市民に親しまれる施設として活用さ

れておりました。 

 












































































